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概要 
 1990 年代，電子図書館（ディジタル図書館，Digital Library，ディジタルライブラリ）がネットワーク上での重要な応
用分野と認められ，これまで研究開発が活発に進められてきた。本稿では，こうした研究開発を振り返り，電子図書館

のこれまでの研究開発を概観し，その課題について考察する。 
 電子図書館の研究開発は，アメリカで進められた Digital Library Initiative（DLI）に代表される新しい情報技術の
研究開発を指向したものと，図書館における電子図書館サービスを開発するもの，従来の図書館に限定せずにネッ

トワーク上でのディジタルコンテンツの提供サービスの開発を中心とするものがある。本稿でははじめに，DLI などを
中心に情報技術の研究開発を指向したプロジェクトを簡単に振り返る。次に，図書館における電子図書館サービス

開発については，図書館で提供される電子図書館サービスをパターン分けし，それぞれについて簡単に解説する。 
電子図書館やネットワーク上における情報資源（resource）の流通や利用のために，情報資源に関する情報の記
述，すなわちメタデータの重要性を広く認識させることになった。そのため，本稿では，電子図書館電子図書館の中

で重要な役割を持つメタデータについて，その基本概念，インターネット上での情報資源の発見を目的として開発さ

れた Dublin Core，およびネットワーク上でのメタデータ規則の利用について述べる。将来のネットワーク上での情報
資源共有の観点から電子図書館間の Interoperability（相互運用性，あるいは相互利用性）について考察する。お
わりに，全体を振り返り今後への課題について述べる。 
 

1. はじめに1 

 1990 年代のインターネットと World Wide Web
（WWW）の急速な発展により我々の情報環境は大
きく変化した。我々は日常的に Google や yahoo!を
用いて必要な情報を探している。これは机の上から

世界中で発信される情報にアクセスし，必要な情報

を探すことを意味する。このようなことは 10 年前には
考えられなかったことである。 
 Digital Library2（ここではディジタルライブラリあ

るいは DL と記す。）はインターネット上での重要な

                                                                      

                                                                                                          

1 本稿は先端情報技術研究所，人間主体の知的情報
技術に関する調査ワーキンググループの報告[67]，平
成 14年度文部科学省図書館職員長期研修資料[68]
に加筆したものである。 
2 一般に用いられる訳は電子図書館あるいはディジタ
ル図書館。本稿では，これらのことばを同一の意味で用

いる。また，Electronic Library，仮想図書館や壁なし
図書館などのことばも同一の意味と捉える。一方，「図

書館」ということばから，従来の建物ないしは施設を基

盤としたサービスを連想させることが多い。こうした「館」

応用分野と位置付けられ，研究開発が積極的に進

められてきた。こうした研究開発は大きく分けると新し

い情報技術の開発を目的とする研究指向のものと，

図書館等をベースにして実際的な DL 環境を提供
するものに分けることができる。 
前者の代表格はアメリカ National Science 

Foundation（米国科学財団，NSF）他の共同助成
で進められた Digital Library Initiative（DLI）で
あろう[1]。DL という分野から容易に理解できることで
あるが，そこには多様な技術要素が含まれており，ま

たそれらを統合する技術も重要な要素となっている。

そこで進められた研究は，図書館で直接そのまま利

用できるシステムの開発を目指したものとは言えない

が，応用分野と計算機科学・情報学分野を結びつけ

た新しい取り組みであり，かつ図書館に注目を集め

たという点からは大きな役割を果たしたものであると

言える。また，NSF による National SMETE 

 
ということばからの連想を避け，機能を中心に述べるに

は「館」を避けた記法が良いと思われるため本稿ではデ

ィジタルライブラリあるいは DL と記している。 



Digital Library（NSDL）3プログラムは，数学・科学
技術・工学分野での教育・学習資源の開発とそれら

の利用のための基盤の研究開発を目指している[2]。
これは教育学習コンテンツの開発をもサポートするも

のであり，インターネット上に教育学習コンテンツとそ

の利用環境（すなわち図書館）の実現を目的とするも

のである。 
一方，後者には大学図書館や国立図書館などで

進められた新しい図書館環境を提供するものや，大

学等の組織による新しい情報資源の蓄積と流通の

取り組みがある。図書館による取り組みとして典型的

なものにはアメ リカ議会図書館の American 
Memory[3]に代表される歴史資料・貴重資料のディ
ジタル化のプロジェクトがある。大学図書館では，電

子出版物の提供，資料の電子化と提供，インターネ

ット情報資源へのアクセス支援，ネットワーク時代に

適した新しい図書館環境の提供といった幅広い取り

組みがなされてきている。 
 ネットワーク上での情報資源の流通や利用の進歩

は，情報資源に関する情報の記述，すなわちメタデ

ータの重要性を広く認識させることになった。たとえ

ば，教育・学習資源，ビデオデータ，地理的・空間的

情報，電子商取引，資料保存というように，メタデー

タは多様な分野で開発が進められている。こうしたい

ろいろなメタデータ規則の中で，インターネット上で

の情報資源の発見を目的として Dublin Core 
Metadata Element Set（DCMES）と呼ばれるメタ
データ規則の開発が進められてきた。DCMES は，
多様な分野の多様な情報資源に関する記述を前提

として開発されてきたメタデータ規則であり，電子図

書館における情報資源の検索のために広く認められ

ているものである。DCMES の取り組みにおける基
本的かつ重要な視点は，多様なコミュニティで作り出

される多様な情報資源に対して相互利用可能なメタ

データのための規則を作り上げることであった。その

ため，エレメントなどの記述規則を決める際に，常に

interoperability（相互運用性，相互利用性）の視
点から議論が進められてきた。 
 Interoperability がインターネット上の情報流通，
DL にとって重要であることは言うまでもない。たとえ
ば，1997-98年に DLの研究戦略を議論するワーキ
ンググループでも重要な研究トピックとして議論され

ている[4]。また，2001 年の Joint Conference on 
Digital Libraries（JCDL 2001）4での基調講演に

                                                 

                                                                             

3 SMETEは Science，Mathematics，Engineering 
and Technology educationに対応する。 
4 以前は ACM と IEEE-CSがそれぞれ Digital 
Libraryに関する国際会議を行っていたが，2001年

おいて ， Clifford Lynch 氏は DL における
interoperability について述べた5。そのなかでは

Z39.50 のようなプロトコルによる図書館システム間の
interoperability だけではなく，Dublin Core にお
け る Dumb-down 原 理 の よ う な 「 ゆ る い
interoperability」についても述べられていた。さま
ざまな草の根的活動から多様な情報資源が作り出さ

れるインターネット環境においては，標準規格に基

づくトップダウンで厳密な相互利用性だけではなく，

ボトムアップでより緩やかな相互利用性が求められる

と考えられる。また，WWW コンソーシアムによる
Semantic Web の活動は，文字コードやテキストの
レベルから XML によって構造化テキストのレベルま
で上がった interoperability のレベルを，さらにより
意味的なレベルに引き上げようというものであると見

ることができる。 
 現在の電子図書館の先駆けとでも呼ぶべき議会図

書館の American Memory や，エルゼビア社が 9
大学と進めた実験的な雑誌の電子化プロジェクト

tulip などの電子的資料提供プロジェクトが開始され
たのは 80年代の終わりから 90年代の初めであった。
また，現在，最初の Digital Library Initiative プ
ログラムのアナウンスから 10 年がたとうとしている。
一方，この間，インターネットが爆発的に広がり，一

般化した。また，図書館では非常に多数の電子ジャ

ーナルや，大量の電子化資料が提供されるようにな

った。このように我々をとりまく情報環境は 10 年前と
現在ではまったく異なったものになっている。本稿で

は，これまでの取り組みを振り返りながら，現在のディ

ジタルライブラリに関する概説を行うとともに，今後の

課題について述べる。 
以下，第 2節で 1990年代に進められた DLに関
するいろいろな研究開発活動について概観し，簡単

にまとめる。第 3節では，Dublin Coreの解説とメタ
データに関して今後求められると考えられる視点に

ついて述べる。第 4節では interoperabilityに関し
て簡単に述べる。最後に，これらをまとめて考察する。 
 
2. Digital Library 
2.1 DLのための新しい技術の研究開発の活動 

 1990年代にはいくつもの DLあるいはそれに関連
する領域の研究助成プログラムが欧米で進められた。

 
からそれらが統合し JCDL となった。
http://www.jcdl.org/参照。 
5 アメリカ，Coalition for Networked Informationの
Executive Director。講演題目：Interoperability: 
the Still-Unfulfilled Promise of Networked 
Information 

http://www.jcdl.org/%E5%8F%82%E7%85%A7%E3%80%82


前述の DLI はそうしたものの代表格である6。DLI
は 1994 年からの 4 年間に進められた Phase 1
（DLI-1）と 1998 年から始められた Phase 2（DLI-
2）に分かれている。DLI-1 では規模の大きな 6 プロ
ジェクトが進められたのに対し，DLI-2 では大きなも
のから小さなものまで数多くのプロジェクトが進めら

れてきている。ヨーロッパでは，イギリスの eLib プロ
グラムやドイツの GlobalInfo があるほか，EU での
第 5 フレームワークの中の Information Societies 
Technology（IST）プログラムの中で研究助成が進
められた7。こうした研究助成は情報技術の研究開発

プロジェクトだけではなく，研究や高等教育のための

ディジタルライブラリ環境の研究開発も進められた。

先の eLib や GlobalInfo はそうした性格も持ってい
る。また，NSF が進めている NSDL は高等教育に
おけるディジタルライブラリのサービス基盤からコンテ

ンツまでをカバーする研究助成プログラムである。

DLI-2 の一部は NSDL のプロジェクトとして進めら
れている。インターネットの教育利用に関しては，K-
128として広く進められてきており，大学学部レベル

での教育とあわせて K-16 といわれることもある。現
在，あちこちの大学で遠隔学習プログラムの提供が

進んでおり，インターネットを利用した学習，教育は

重要なトピックとなっている。 
 DLI が持っていた特徴は，複数の研究助成母体
による共同助成であったことと，計算機科学，情報学

の研究者，図書館や出版社といったコンテンツ所有

者が参加するという異分野をつなぐプロジェクトであ

ったことである。DLI-1 では，NSF のほか，DARPA
と NASA が研究助成母体として参加した。一方，
DLI-2の場合，助成母体が NSF，DARPA，NASA
に加えて，議会図書館（LoC），人文基金（NEH），
医学図書館（NLM）に広がり，自然科学・技術分野
から医学，人文社会科学分野までカバーした。DLI-
1 が，計算機科学と情報学を基礎とする DL のため
の要素技術の研究を中心に進められたのに対し，

DLI-2はよりコンテンツ指向を強めたといえる。また，
ディジタル資料の長期保存といった図書館の基本機

能に関するものは DLI-2で開始された。 

                                                 
6 DLIの開始までにディジタルライブラリに関するいろ
いろな議論が行われており，そうした議論の記録が

Edward Fox編の Digital Library Source Bookに
まとめられている[69]。 
7 これからはじまる第 6フレームワークでも ISTでの研
究助成は続けられるようである。 
8 K-12は Kindergarten to 12th  Gradeを意味し，
幼稚園から高校までの教育におけるインターネット利用

が進められている。 

DLI-1 のアナウンスがなされたのは 1993 年の後
半である。これは NCSA Mosaic が現れた時期と重
なる。DLI-Iが開始されたのは，ちょうどWWWが爆
発的に広がり始めた時期にかさなる。これは，インタ

ーネットを用いて簡単に情報発信ができ，かつ大量

の情報にアクセスができるということを，誰もが肌で感

じることができるようになった時期であった。このこと

は DLI-1にとって幸運であったと思われる。しかしそ
の一方，激しいネットワーク環境の変化の中で研究

を進めなければならない，大変な時期であったとも言

える。 
 DL 研究は，情報検索や自然言語処理，文書処理，
データベース等さまざまな要素情報技術を総合的に

利用するための新しい技術の開発であると言える。

そこでは，要素技術そのものの重要性はもちろんの

こと，それらを対象コンテンツと組み合わせること，ま

た，利用者に適した総合的な利用環境を提供するこ

とが強く求められるものである。 
 DLI-1 の研究プロジェクト募集の資料 [5][6] によ
ると，研究領域が，1) 任意の形式のデータを取り込
むための技術，2) 多様な情報に関する情報検索，フ
ィルタリング，抄録作成などの技術，3) 多様でかつ
大量の情報を扱う DL のためのネットワークプロトコ
ルなどの技術，となっており，基本的に技術中心であ

ることがわかる。一方，DLI-2 の資料によると[7]，大
枠として研究とテストベッド開発に分けられている。さ

らにこの「研究」が 1) 人間中心分野として，ユーザイ
ンタフェースや情報発見のためのソフトウェアやモデ

ルなど，情報を作り出し，探し，利用するという人間の

活動を助けるための研究，2) コンテンツおよびコレク
ション中心分野として，多様なデータの取り込み，メ

タデータ，相互運用性，分野依存の対象とそれを扱

う技術といった情報資源を扱うための研究，3) システ
ム中心の分野として，多様でかつ大量の情報資源を

多様な利用者対象と利用者環境において提供する

ための研究の 3 分野に分けられている。また，DLI-
2 では国際間での共同プロジェクトを推進した。DLI-
2 では，違う視点を持つ研究者を集めることをより推
進したと言える。これは 1997 年に開かれた Santa 
Fe でのワークショップの DL に関する研究戦略の議
論の結果を反映したものである[8]。 
 
2.2  図書館を基礎としたディジタルライブラリの開発 

 従来，研究は大学や研究所に所属しないと困難で

あるとされてきた。研究に必要な資料を持つ図書館

が近くにないと研究が進められない，というのがその

理由の一つである。ネットワーク上に提供される学術

情報が飛躍的に増えたとはいえ，図書館（あるいは

図書館のようなサービス）が研究者にとって重要であ



ることは，従来とまったく変化していない。しかしなが

ら，インターネット上での情報流通の発達によって，

図書館に行く前に（あるいは行かずに），インターネッ

トで情報を探すということが一般化してきている。行

動パターンの違いは分野や個人に依存するところが

大きいことは言うまでもないが，こうした傾向は先端的

な自然科学・技術分野でより顕著であるように感じら

れる。また，ネットワークの発展と利用の広がりによる

こうした影響は大学図書館だけではなく，公共図書

館についても同様なことが言える。 
こうした環境下，この 10 年間に図書館の電子的
な情報環境は，大学図書館を中心として大きく変化

してきた。現在では，多くの図書館がホームページを

持ち，図書検索サービスなどを提供している。図書

館における DL サービスの典型的な機能を下に並
べる。 
(1) 電子的に出版される資料の提供（典型的なもの
は電子雑誌やデータベース） 

(2) 貴重資料や歴史資料の電子化と提供 
(3) 大学など図書館が所属する組織・機関から出版
される様々な情報資源の電子化とアクセスの支

援 
(4) インターネット上の情報資源へのアクセス支援 
(5) ネットワークを介したレファレンスサービス 
(6) 電子化資料の長期保存 
(7) 図書館内外における DL 機能を利用した総合
的な利用環境の整備 
 以上の項目に関して簡単に考察したい。 
(1) 電子的に出版される資料の提供 
 電子的に出版される資料（雑誌やデータベースな

ど）の提供は，出版物を利用者に提供するという意味

では図書館としてごく基本的な機能である。学術雑

誌の電子出版の発展とともに最近では数千タイトル

の雑誌を提供する大学図書館も普通になってきてい

る。雑誌記事を電子化することによって複数の雑誌タ

イトルにまたがった仮想的なジャーナルのサービス

や引用文献に関するサービスが可能になる。 
一方，雑誌の電子的提供の背後にはいろいろな

問題もある。学術雑誌のコストの増大の問題と寡占

化といった問題が議論されている。小規模の学会な

どでは，独自に電子ジャーナルに対応することが必

ずしも容易ではない。遡及的な電子化や電子ジャー

ナルの長期保存などの問題もある。 
(2) 貴重資料や歴史資料の電子化と提供 
 貴重資料や歴史資料の電子化は，図書館が持つ

貴重資料そのものへのアクセスを制限する一方，電

子的な複製物によりアクセス性を飛躍的に高めると

いう，「保存とアクセス」の両方の観点から進められて

きている。この機能は電子博物館や電子美術館とよ

ばれるものと同じと考えても良い。図書館に蓄積され

た文化財をどこからでも閲覧できるようにするという視

点からは重要な機能の一つであり，電子化はこれか

らも進められていくと思われる。一方，電子化された

資料がどのように利用されるのか（あるいは利用でき

るのか），実際に利用しやすくするにはどのようにす

べきか，といった点についても十分に考慮されないと

いけない。単に，資料を電子化しインターネット上で

提供するだけではなく，教育利用での利用性の促進

や評価，DLI-2 に見られるような新しい情報技術と
の組み合わせによる新しい分野の開拓といった活動

が求められる。 
(3) 大学などから出版される様々な情報資源の電子
化とアクセスの支援 
 大学などの組織が出版する情報資源の電子化や，

電子化された資源へのアクセスを支援することは図

書館にとっての重要な役割である。資料の電子化の

ために適切な技術を選ぶこと，適切なメタデータを与

え組織化することなどが求められる。また，発信され

る情報の再利用や保存のための技術も求められる。

そのため，図書館自身がこうした機能を実現するの

みならず，発信者である組織に対して適切な技術支

援をすることも求められる。大学や研究所といった組

織に限らず，電子政府のような，巨大な情報発信元

を想定してみるとこうした機能の必要性が理解しやす

い。情報アクセスの支援は，大学などの組織が発信

する情報への入り口（ゲートウェイ，ポータル）を作る

ものであるといえる。 
 (4) インターネット上の情報資源へのアクセス支援 
 インターネット上での情報資源アクセスを効率的に

行うためのポータルサイトあるいはゲートウェイサイト

の重要性が広く認められている。実際にこうしたサー

ビスを実現するには，「有用な情報資源」あるいは

「高品質な情報資源」を見つけ，それらに関して高品

質なメタデータを記述し，適切に組織化し，メンテナ

ンスすることが求められる。こうした機能はなんらかの

主題の下に形成されるのでサブジェクトゲートウェイ

と呼ばれる。たとえば，大学図書館では特定の学術

分野毎に有用な情報資源に関する情報を収集し，

蓄積提供することが行われる。公共図書館では地域

の情報資源や児童向きの情報資源に関する情報を

収集し，蓄積提供することが多く行われる。 
現状ではこれらの仕事の多くの部分が人手に頼ら

ざるを得ず，また，多数の情報資源の組織化を適切

に行うための知識も求められる。 
 (5) ネットワークを介したレファレンスサービス 
 レファレンスサービスは，図書館員によるサービス

であり，図書館の最も特徴的なサービスのひとつで

ある。現在，レファレンスサービスをネットワーク上で

提供しようという取り組みが進められている[9][10]。
レファレンスサービスは，質問者が何を聞きたいのか



を明確化することなども必要とされる人間主体の作業

である。そのため，レファレンスサービスすべてを機

械化することは困難であると思えるが，レファレンスサ

ービスを支えるための環境を作り上げることや，レフ

ァレンスから得られた知識（たとえば，よく質問される

項目とその回答）を提供することは，DL の研究開発
にとって重要であろう。 
(6) 電子化資料の長期保存 
 資料の長期保存は図書館の機能としては基本的な

ものである。ところが，情報媒体技術の進化の激しさ

は，電子媒体に蓄積された資料，特にもともと電子的

に蓄積された資料（Born Digital）の長期にわたる
保存を難しくしている[11][12]。アメリカ議会図書館
の場合，ディジタル資料の長期保存が重要課題とし

て報告されており[13]，また議会からそうした課題を
中心として DLをさらに開発するための大きな予算を
与えられている。2.3.2節に詳しく論じる。 
(7) 図書館内外における DL機能を利用した総合的
な利用環境の整備 
 図書館内の計算機とネットワークの環境は，この 10
年で大きく変わってしまったように思われる。公共図

書館ではまだこれからであるかもしれないが，大学図

書館では，端末用のパソコンがずらっと並んでいるこ

とはもう珍しくない。現代の図書館には，冊子体など

の従来型の出版物，電子出版物，ネットワーク上の

情報資源を総合的に利用できるハイブリッドな環境

を作ることが求められる[14]。また，図書館内外（ある
いはキャンパス内外）での利用環境の違いを少なくし

ていくための技術や制度が求められると思われる。 
(8) その他 
 全体を通して，この 10年間でずいぶん図書館およ
び利用者の情報環境は変化したことは間違いない。

一方，諸外国と比較して我が国を見た場合，図書館

とそれ以外の組織，特に研究開発部門との連携が弱

いと感じられる。また図書館間での連携も弱いように

感じる。研究開発能力を高めるためには必要な情報

が容易に手に入ることが必要であることは言うまでも

ない。たとえば，アメリカの場合，Digital Library 
Federation という組織が早くから作られ，情報の共
有やプロジェクトを進める母体にもなっている。我が

国を見ると，コンテンツをより使いやすくするための環

境整備に十分な手当てがなされていないように感じ

る。 
 
2.3 ディジタルライブラリに関するその他の話題，取
り組み 

 インターネット環境における新しい取り組みとしてい

くつか興味深いものがあるのでそれを紹介したい。 

2.3.1 学術資料のリポジトリの協調 

プレプリント，テクニカルレポート，学位論文など電

子的に作られた資源を蓄積提供するサービス（リポ

ジトリ）による協調プロジェクトである Open Archives 
Initiative（OAI）である[15]。これは別個に作り上げ
られてきたサービス間でコンテンツを協調的に提供

する環境を作り出すことを目指しており，たとえば資

源 に 関 す る メ タ デ ー タ の 収 集 （ metadata 
harvesting）のためのプロトコルを決めている。この
プロジェクトは，複数のリポジトリによる横断的な利用

を可能にするのみならず，収集したメタデータを利用

した付加価値サービスの提供を可能にするものであ

る。 
 上のようなサービスの広がりは学術情報の流通経

路を変える可能性を持っている。学術雑誌に掲載さ

れる論文が，“品質の保証された資料”として学術情

報の中心であることは疑えない。しかしながら，学術

雑誌の価格が高く，かつ学術領域の広がりとともに雑

誌の数が増えていくことは大学図書館と研究者にと

っては頭の痛い問題である。研究者にとっては学術

雑誌に論文を掲載することは自身の業績評価につ

ながる。その一方，研究者の大学の図書館がその雑

誌を購入していない，あるいは購入の継続を打ち切

ってしまい自分の論文が掲載された雑誌を図書館で

読めない状況も出てくる可能性がある9。その一方，

WWW 上に無料で公開されるテクニカルレポートや
学位論文などの学術情報資源はどんどん増えている。

したがって，査読システムによって内容は保証される

が手に入れにくい（高価な，あるいは限られた場所で

しか利用することのできない）雑誌に掲載された論文

と，内容は自分で判断しなければならないが WWW
上で容易に手に入れることのできる論文のどちらが

本当に役に立つのか，といった問題に関する議論を

進めていくことが求められる。 

2.3.2 電子化資料の長期保存 
 これまで図書館や文書館では紙の資料を中心とし

た資料保存を行ってきた。先に述べた貴重資料の電

子化のように「保存とアクセス」の両面から資料の電

子化が進められる一方，電子媒体による出版の発展

は電子出版物の保存という観点から，これまで以上

に困難な問題をもたらしている。これは，納本図書館

                                                 
9 図書館における電子出版物（特に電子ジャーナル）の
導入，提供などに関する種々の問題に関して知識と情

報を共有し，意見交換をする取り組みが進められている。

たとえば，アメリカを中心とする国際的な取り組みである

SPARC（the Scholarly Publishing and Academic 
Resource Coalition, http://www.arl.org/sparc/），
我が国での国立大学図書館協議会による取り組みなど

がある。図書館での現実的な対応に関してはここでは

触れない。 

http://www.arl.org/sparc/


である国立図書館，我が国の場合は国立国会図書

館にとって非常に大きな問題である。電子出版物は

大きく分けて CD-ROM などのパッケージに入れて
出版されるものと，ネットワーク上で出版されるものが

ある。前者をパッケージ系出版物，後者をネットワー

ク系出版物と呼ぶことにする。パッケージ系出版物の

場合，媒体技術の進歩が早いために蓄積媒体を利

用するためのハードウェアがなくなってしまう可能性

に対処しなければならない。パッケージ系，ネットワ

ーク系いずれの場合も，コンテンツの利用に特別の

ソフトウェアあるいは利用環境が必要とされる場合，

そうしたソフトウェア環境を稼動可能な状態で保存し

つづけることが難しい。また，WWW 上で提供される
資料の場合，どのような資料を保存の対象とすべき

かを決めること（保存対象範囲の定義）が必ずしも容

易ではない。また，電子ジャーナルの場合，印刷物と

異なり出版社はライセンスのみを提供することになる

ので実体の保存に対し誰が責任を持つのかといった

問題が生じる。電子資料の保存に関してはコンテン

ツの内容的問題，知的財産権に関わる問題など，社

会制度的な問題もある10が，技術的にも克服しなけ

ればならない点が多くある。次に，電子資料の保存

に関するいくつかの活動を紹介してみたい。 
(1) DLI-2 の中で進められているミシガン大学とリー
ズ大学（イギリス）の共同プロジェクト CAMiLEON
は Emulation をベースにした電子資料の保存方
法の開発を目的としている[16]。また，コーネル大
学のプロジェクト PRISM でも電子化資料の保存
を扱っている[17]。 

(2) スタンフォード大学を中心として進められている
プロジェクト LOCKSS（Lots of Copies Keep 
Stuff Safe）は，電子ジャーナルの保存のためにジ
ャーナルへのアクセスのために用いられる PC 上
にコピーを残す仕組みを作り，それをネットワーク

上の多数の PC で動作させることによって，実質的
に資料を保存するという取り組みを進めている[18]。 

(3)  北欧，オーストラリア他の国立図書館において，
WWW 上の出版物を収集し，保存する取り組みを
進めている[19]。図書館によって，内容による選択
的収集を行っている館と，内容によらない網羅的

収集を行っている館がある。 
(4) Internet Archive は，米国議会図書館の補助
を受け，インターネット上の資料のアーカイブ作りを

目的として WWW 上の資料をロボットで収集し，

                                                 

                                                

10 国立国会図書館では納本制度に基づくパッケージ
系電子出版物の収集を始めているが，ネットワーク系出

版物に関しては範囲を限った収集をおこなっているの

みである。ネットワーク系出版物に関しては納本制度審

議会に小委員会を設け，議論を進めている。 

蓄積・提供するサービスを進めている[20]。ここで
は，たとえば「1999 年の首相官邸のページ」を探
すことのできるサービスWayback  Machineを提
供している。我が国の国立国会図書館では

WWW 上の資料を収集し，蓄積提供する実験事
業WARPを開始している[21]。こうしたサービスは
それ自体が WWW 情報資源の保存という観点か
ら重要であるのみならず，WWW 上では削除され
てリンク切れとなったページに対してもアクセスを

保障してくれるので，サブジェクトゲートウェイのよう

に情報資源に関する情報を提供するサービスにと

っては有用なサービスである。しかしながら，動的

に作成されるページやデータベースの中でしかア

クセスできないページなどロボットによる自動収集

の制約を含んでいる。 
(5) ディジタル資料の保存のためにメタデータの果た
す役割は大きく，標準規格の開発が進められてい

る 。 Open Archival Information System 
(OAIS) reference model はデータ11を長期に渡

って保存するための基本的枠組みを与えている

[22][23][24]。OCLC と RLG はディジタルコンテ
ンツの保存に関するワーキンググループを設けメタ

データに関する報告書を出している[25][26][27]。
また，資料の保存には，資料単位での保存から資

料のまとまり（コレクション）単位での保存など保存

単位に関する考慮が必要である[28][29]。 
 

2.3.3 その他 
 JSTOR[30]は主要な雑誌を遡及的に電子化し，
提供するサービスである。雑誌を網羅的に収集する

ことは大きな図書館であっても完璧なものにすること

は難しい。JSTOR は雑誌タイトル毎に創刊号から雑
誌記事を網羅的に蓄積提供するものであり，個々の

図書館だけでは実現しにくい網羅性を実現している。 
 先に述べたサブジェクトゲートウェイは，学術分野

や利用者対象の関心分野に特化して構成される。一

方，サブジェクトゲートウェイ間の協調を図ることで広

い分野をカバーすることができる。イギリスで進めら

れている Resource Discovery Network[31]はサブ
ジェクトゲートウェイを結ぶ要の役割を持つもので，こ

こを介して利用者は有用な情報資源を探すことがで

きる一方，サブジェクトゲートウェイ間の協調によって

メタデータ作成のための多重投資など，無駄を省くこ

とができる。EU の助成の下で進められたプロジェク
ト Renardus[32]もサブジェクトゲートウェイ間の協調
を進めた。 

 
11 電子的データと非電子的データの両方を対照とし
て枠組み墓投げられている。 



 ネットワーク上の有用な情報資源に関するメタデー

タ作成の取り組みとして，OCLC の CORC や情報
学研究所による学術コンテンツポータル[33]がある。
はメタデータ作成を分担・協調して行う取り組みであ

る。これらは有用な情報資源の見つけ，そのメタデー

タを各作業の参加者（参加館）間の協力によって行う

ものである。 
 
3. メタデータについて 

3.1 メタデータとは 

 メタデータは簡単には「データに関するデータ

（Data about Data）」と定義される。この定義に基づ
くと，目録，索引，抄録，シソーラスといったものから，

資料の識別子，書評や内容の Rating まですべてメ
タデータに含めて考えることができる。利用者はイン

ターネットや DL 上で情報資源を見つけ出し，その
内容を評価し，利用する。メタデータなしにはこうした

操作を行うことは困難である。 
図書館の視点からは，メタデータは従来の図書目

録や書誌情報と同じものと（乱暴には）言うこともでき

る。しかしながら，メタデータは内容とメディアの多様

化，利用者と利用環境の変化などに対応するべく提

案されてきているものである。たとえば，図書館での

目録は，基本的には，1 冊の本，1 タイトルの雑誌に
対して付与されている。これは，図書館での資料の

取り扱いの単位に対応する。一方，インターネット上

では，単純にとらえると URI が与えられる資料単位
が操作の基本単位ということになり，図書館での資料

とインターネット情報資源の違いが良く理解できる。

た と え ば ， 議 会図書館が開発 し た MODS 
(Metadata Object Description Schema) は ，
MARC21 を基礎にして，多様な目的のために利用
できるエレメントセットを定義し，XML での記述形式
を定めている[34]。EAD[35]や METS[36]のように
電子化資料をアーカイブするために必要な内容情

報や構造情報，管理情報を含めて記述するものもあ

る。また，これらは XML12による記述形式を決め，デ

ータの交換性を高めている。 
メタデータに関して，記述の視点と利用の視点の

違いに留意する必要がある。記述の視点からは，で

きるだけ正確かつ詳細に対象資源に関して記述する

ことが望まれる。ところが利用の視点からは，必ずしも

詳細な記述は必要ではない。一般の利用者による情

報資源検索には詳細な情報が利用されることは少な

い。異なる規則・基準に基づいて作られたメタデータ

を横断的に検索する場合や，そうしたメタデータをネ

ッ トワーク上で収集して利用する （metadata 
                                                 

                                                

12 EADの場合はもともと SGMLを用いている。 

harvesting）場合には詳細情報は必ずしも用いられ
ない。 
 現在，応用に応じていろいろなメタデータ規則が提

案されている。その一例を下に示す。 
- Dublin Core Metadata Element Set：インターネ
ット上の情報資源の発見を目的として定義されたも

の[37][38]。 
- IEEE Learning Object Metadata （ IEEE 
LOM）：学習，教育情報資源に関するメタデータ。
IMS，Ariadne などで遠隔教育・学習分野で利用
されている[39][40][41][42]。 

- MPEG-7：オーディオ・ビデオデータのためのメタ
データ[43][44] 
他に，政府行政情報[45][46]，地理情報や環境情
報[47][48]，出版物や電子商取引[49][50][51]，倫
理的内容[52]などいろいろな分野でのメタデータ開
発が進められている13。 
 
3.2 Dublin Core Metadata Element Set 

 Dublin Core Metadata Element Set
（DCMES）はインターネット上での情報資源の発見
を目的として開発が進められてきたもので，現在いろ

いろな分野で応用が進められている。図書館や美術

館・博物館での利用，教育情報資源への適用などが

進められてきているほか，ヨーロッパ各国での政府情

報のためのメタデータとして利用されている14。欧米

を中心として標準規格化が進んでいる15。我が国で

も大学図書館を中心として利用が進んできており，

国立国会図書館，国立情報学研究所でもネットワー

ク情報資源のためのメタデータ規則として適用してい

る[53][33]。また，2001 年 10 月東京で第 9 回の
Dublin Core workshopを，規模を拡大した国際会
議として開催した16。 
 ここでは，Dublin Core の基本的な考え方と利用
の現状について述べる。詳しくは，情報管理の拙著

記事[38]を参照していただきたい。なお，基本となる
15エレメントについては表 1に示す。 

 
13 メタデータに関して IFLAが豊富なリンクを提供して
いる[70]。 
14  DCMIのホームページからプロジェクトや政府情報
のためのメタデータとしての採用例を見ることができる。

DC-2001では環境情報，食料情報などの分野での
Dublin Coreの利用が報告されている。 
15  ヨーロッパ：CEN/ISSS CWA13874。アメリカ：
ANSI  Z39.85。ISOでは 2003年 1月時点で投票中。 
16  http://www.nii.ac.jp/dc2001/に会議の論文集があ
る。第 10回はイタリアのフィレンツェで開催された。論
文は会議のホームページ

http://www.bncf.net/dc2002/で提供されている。 

http://www.nii.ac.jp/dc2001/%E3%81%AB%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%81%AE%E8%AB%96%E6%96%87%E9%9B%86%E3%81%8C%E3%81%82
http://www.bncf.net/dc2002/%E3%81%A7%E6%8F%90%E4%BE%9B%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%E3%80%82


表 1： Dublin Coreの基本 15エレメント 
 
要素名（ラベル） Identifier 定義および説明 
タイトル Title 情報資源に与えられた名前。 
作成者 Creator 情報資源の内容の作成に主たる責任を持つ実体。 
主題およびキーワード Subject 情報資源の内容のトピック。 
内容記述 Description 情報資源の内容の記述。 
公開者（出版者） Publisher 情報資源を利用可能にすることに対して責任を持つ実体。 
寄与者 Contributor 情報資源の内容への寄与に対して責任を持つ実体。 
日付 Date 情報資源のライフサイクルにおける何らかの事象に対して関連付けられ

た日付。 
資源タイプ Type 情報資源の内容の性質もしくはジャンル。 
形式 Format 物理的表現形式ないしディジタル形式での表現形式。 
資源識別子 Identifier 与えられた環境において一意に定まる情報資源に対する参照。 
情報源（出処） Source 現在の情報資源が作り出される源になった情報資源への参照。 
言語 Language 当該情報資源の内容の言語。 
関係 Relation 関連情報資源への参照。 
対象範囲（空間的・時間

的） 
Coverage 情報資源の内容が表す範囲あるいは領域。 

権利管理 Rights  情報資源に含まれる，ないしは関わる権利に関する情報。 
 

＊ 基本概念 

(1) 「情報資源の発見」のためのメタデータ 
 DCMES は情報資源を発見するためのメタデータ，す
なわち利用者が情報資源を探すための情報資源の記

述データを提供することが本来の目的である。「情報資

源の記述」という観点から見ると，できるだけ詳細に定義

されたメタデータエレメントや厳密な意味定義のなされた

統制語彙に基づく記述が望ましいと思われる。しかしな

がら，利用者の観点からは，情報資源を探すために詳

細な記述を用いることは多くない。そのため，情報資源

の発見の観点から，できるだけ基本的な内容のエレメン

トからなるメタデータ記述規則を決める努力がなされてき

た。 
(2)  コア・メタデータ・エレメント・セット（Core Metadata 

Element Set） 
 筆者はコア（Core）ということばが大きな意味を持ってい
ると理解している。ネットワーク上には様々な分野の，

様々な種類の，様々な目的で作られた情報資源がある。

これらに共通に適用できるメタデータ記述規則を作るに

は，それぞれの分野や目的で必要とされるエレメントを

全て含むように定義する方法と，全ての分野や目的で

共通に利用可能であると考えられるエレメントのみを含

むように定義する方法がある。前者の方法をとると巨大

な規則を作ることになり，実現性に疑問がある。Dublin 
Coreは後者の方法をとったものである。 
 (3) Simple Dublin Core（Simple DC）と Qualified 

Dublin Core（Qualified DC） 

 Simple Dublin Coreは，表 1の 15エレメントの定義
に加えて，すべてのエレメントが省略可能かつ繰り返し

可能という定義を持つメタデータ規則である。これは現

在までに ANSI 等の標準規格となっているものである。
一方，この開発過程で，詳細な記述のための限定子

（qualifier）に関する議論が行われてきた。この過程では，
「エレメントをより詳細に表す」といっても基本的な性質が

異なるものがあることが明確化されてきた。 
たとえば，作成者を詳細（あるいは正確に）表す方法

として，正確な記述のための典拠ファイルのレコード名な

ど作成者に与えられたユニークな識別子で記述する方

法と，作成者の名前，所属，連絡先などの組で記述する

方法がある。前者の場合にはどのような典拠ファイルを

使っているのか，あるいはどのような統制語彙を用いて

表しているのかを示す必要がある。後者の場合，作成者

である人（あるいは組織）を表す値の構造，すなわち下

位のエレメント（サブエレメント）の定義が必要である。こ

のほか，「詳細に表す」ということには，「作成者」の意味

が小説や論文の「著者」であるのか，「作曲家」あるいは

「作詞家」であるのかといった，エレメントの意味の詳細

化の場合がある。Dublin Core では値の表現形式に関
する指定（すなわち統制語彙やデータ形式）を指示する

もの（Encoding Scheme qualifier，コード化スキーム限
定子）と，エレメントの意味の詳細化を表すもの

（Element Refinement qualifier，エレメント詳細化限定
子）の 2種類の限定子を持っている。一方，上のサブエ
レメントに対応するものは現在の DCMESの限定子とし
ては含まれていない。この理由については(9)に後述す
る。このようにして定義された限定子を含む DCMES が



Qualified DC と呼ばれる。限定子の定義については文
献[38]を参照されたい。 
(4) Warwick  Framework 
 1996 年春にイギリスの Warwick（ウォーリック）で開催
された第 2 回のワークショップで提案された Warwick 
Framework は Dublin Core の位置付けとネットワーク
上でのメタデータのとらえかたの上で大きな役割を果た

している。Warwick Frameworkは図 1に示す概念的
なモデルを与える。Warwick Frameworkは複数のメタ
データ規則による記述（パッケージと呼ぶ）をひとつの入

れ物（コンテナ）に入れ，まとめるというものである。

MARC等の従来の目録規則では，それ自身で閉じたも
のとして定義されてきたが，インターネット上での情報資

源や利用方法の多様性に対応するには，単一の規則

のみで記述することをせず，いくつかの記述規則を組み

合わせてひとつのメタデータを記述する枠組みを与えて

いる。この考え方は，WWW コンソーシアムの Resource 
Description Framework（RDF）[54]の考え方に影響を
与えている。 
 

 
 container 
 
 
 Package: Dublin Core 
 
 Package: MARC 異なるメタデータ規則のエレメン

トを組み合わせてひとつのめたデ

ータを記述する。各規則による記

述をパッケージ(package)と呼び，
それをまとめてコンテナ(container)
の中に入れている。 

 
 

Package: foo  
 
 ResourceURI:  
 
 

図１ Warwick Framework 
 
 

＊ Dublin Coreの利用 

(5) Dublin Coreの適用方法 
 現在，DCMI推奨エレメントは Simple DCの 15エレ
メントに Audienceエレメント加えた 16エレメントである。
これに DCMI 推奨限定子，および DCMI Type 
Vocabulary を加えたものが推奨記述要素セットである。
一方，これまでDublin Coreはいろいろな応用に利用さ
れてきている。こうした応用では，推奨エレメント・限定子

に加え，それぞれの目的に則して独自の拡張がなされ

ていることが多い。たとえば，国立国会図書館のメタデー

タ規則の場合，主題の記述のために NDC が限定子と
して利用されているが，NDC は DCMI の推奨限定子
には含まれてはいない。また，Open Archives Initiative
に見られるように，異なるメタデータ規則の下に作られた

メタデータの共通部分として Dublin Core を利用するこ
ともある。一般に，メタデータの記述の際にはできるだけ

「高品質な記述」が求められる。「高品質な記述」には，

できるだけ詳細であること，できるだけ内容の記述が統

制されていることが含意されている。一方，前にも述べた

ように情報資源の発見の側からは，あまりに厳密な規則

はエンドユーザには意味のないものである。 

(6) Dublin Coreの具体的な記述形式 
 DCMI では具体的な記述形式の定義を HTML や
XML以外には積極的には進めてこなかった。その理由
は，記述形式の定義を進めることによってエレメントの意

味定義に影響が出る可能性を避けたためである。一方，

Dublin Core を利用して作られた応用サービスでは，そ
れぞれのシステム構成に応じた表現方法が用いられて

いる。現在，DCMI では，HTML および XML での記
述形式の定義を進めている17。 
(7) 新しいエレメントや限定子の導入 
 上に述べたように実際の応用においては，必要に応じ

たエレメントや限定子の導入がなされている。一方，

DCMIの中でも新しいエレメントや限定子の導入が進め
られている。たとえば，教育分野での利用に関して，どの

ような利用者に適した資源であるのかを記述するための

audience エレメントやそれに関連する限定子が推奨記
述要素として認められている。政府情報や図書館への

適用に関しても同様に議論が進められている。なお，新

しい記述要素の推奨や DCMES との整合性の判断は

                                                               
17 DCMIのホームページに推奨の記述形式に関する文

書（http://dublincore.org/documents/）がある。 

http://dublincore.org/documents/%EF%BC%89%E3%81%8C%E3%81%82%E3%82%8B%E3%80%82


Usage Board と呼ばれる委員会が行っている[55]。
Usage Board は各ワーキンググループ，あるいは地域
の組織からの新しい記述要素（たとえば，エレメントや限

定子）の提案を受け，その内容が DCMES のモデルに
適合しているかどうか，グローバルなコミュニティにとって

有用であるかを判断する。 
(8) エレメントセットとアプリケーションプロファイル 
 Simple DCでは 15のエレメントの定義に加えて，「全
てのエレメントは省略可能（Optional）であり，かつ繰り返
し可能（Repeatable）である」と定義している。これに対し
て図書館での Dublin Coreの利用に関するワーキング
グループ（DC-Libraries）では，図書館での利用におい
ては，たとえば「タイトルエレメントは必須，主題エレメント

は適用可能な場合必須，内容エレメントは記述を推奨」

というように提案している。こうした応用毎の適用規則を

アプリケーションプロファイル（application profile）と呼ん
でいる。 

ここで，メタデータ規則をエレメントセットとアプリケーシ

ョンプロファイルに分けて定義しなおしてみよう。エレメン

トセットはエレメントや限定子など，メタデータとして対象

情報資源の性質を記述するための語彙とその意味を定

めるものであり，アプリケーションプロファイルはエレメント

セットを対象分野に適用する際に定める適用規則である。

たとえば，Simple DC の定義は，15 エレメントの名前と
その意味の定義に加え，「全てのエレメントは省略可能

（Optional）であり，かつ繰り返し可能（Repeatable）であ
る」としている。この場合，15 エレメントの定義がエレメン
トセット，15 エレメントに関して省略可能かつ繰返し可能
と定義している部分がアプリケーションプロファイルという

こともできる。また，アプリケーションプロファイルは複数

のエレメントセットをもとにして定義することも可能である。

（図2参照。） 

 
 

エレメント／限定子
 

エレメントセット A エレメントセット Ｂ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また，実際に Dublin Core を適用する際には資料の
種類などに応じた規則の適用方法を決めるといった「応

用のための指針」も必要とされる。アプリケーションプロフ

ァイルはこうした指針をも含めて定義することになる。 
(9) 限定子の拡張とDumb-Down（ダム・ダウン）原則 
 上に示したように，分野や応用に応じた限定子が導入

されている。限定子が無秩序に定義されるのを防ぎ，

Dublin Coreとしての相互利用性を保つため，DCMIで
は限定子の導入に関する基本原則を決めている。これ

はDumb-Down原則と呼ばれるもので，「限定子付きの
表現から限定子を取り除いても，当該エレメントとその値

の間で矛盾が生じてはならない」というものである。たとえ

ば，「有効になった日付（Date Valid）は 3月 20日であ

る」（エレメント：日付（Date），限定子：有効になった
（Valid），値：3 月 20 日）から「有効になった（Valid）」と
いう限定子を取り除いて「日付（Date）は 3月 20日であ
る」としても，矛盾は生じない。一方，サブエレメントの場

合を考えてみよう。たとえば，「作成者の名前は杉本重

雄，所属は図書館情報大学」（エレメント：作成者

（Creator），限定子：名前と所属，値：杉本重雄と図書館
情報大学）の場合，限定子を取り除くと「作成者は杉本

重雄，図書館情報大学」となり，図書館情報大学が作成

者になってしまうので矛盾する。この例から，先に述べた

値の構造を表す限定子（サブエレメント）が一般的には

Dumb-down 可能ではないことが理解でき，Qualified 
DCの中に含まれていない理由がわかる。 

アプリケーションプロファイル 

必須／繰返

し 5回まで 
省略可／繰

返し 5回ま
省略可 

図 2 エレメントセットとアプリケーションプロファイル 



＊Dublin Coreの開発と維持 

(10) Dublin Core Metadata Initiative（DCMI） 
 Dublin Coreの開発は，OCLCによる支援の下に草の
根参加者によって進められてきた。Dublin Coreの開発
の初期の段階では OCLCや NSF他の助成の下で進
められてきたが，Simple DC の合意が得られ標準化を
進める必要が出てきたころから DCMES の開発と維持
の活動を行う組織を明確にする必要が出てきた。そのた

め，Dublin Core開発を支えてきた OCLCがホストする
形で DCMI と呼ばれる組織が 1999 年ごろから構成さ
れてきた。その後 Dublin Core の利用が様々な分野で
広がるにつれ，新しいエレメントや限定子の導入をも含

めた DCMES の維持，地域ごとのコミュニティによる
Dublin Core の Localization などいろいろな活動の必
要性がでてきた。こうした将来の活動に向け，現在

DCMIの再編成が進められている。 
  (11) 分野や地域によるコミュニティ 
 これまでの開発においては DCMI の場での標準作り
と応用毎の DCMESの適用が行われてきたが，今後は
政府情報や教育情報といった応用分野の要求に基づく

開発，地域ごとの要求，特に英語圏以外の要求に基づ

く開発が進むと考えられる。また，DCMES の各国語へ
の翻訳，各国での標準の維持なども求められる。こうした

活動を進めるには分野や地域ごとのコミュニティを作り上

げる必要がある。 
(12) 我が国での状況 
 我が国では，大学図書館を中心に Dublin Coreの利
用が広まってきており，日本語で書かれた情報資源に

対するメタデータの記述方法に関する知見も蓄積されて

きている。また，Dublin Coreの国際会議（DC-2001）とし
て東京の国立情報学研究所で開催した。しかしながら，

現時点では JIS による標準化はまだ行われていない。
日本語あるいは日本の情報資源のためのエレメントや

限定子などに関する議論や意見交換を行うための組織

作りが求められている。 
 
3.3 メタデータ規則（スキーマ）の利用 

3.3.1 メタデータの基本モデル 
 ネットワーク上には多様な情報資源が提供されると同

時に，それらの利用目的，利用方法，利用環境も多様

である。このことは，ひとつの情報資源であってもいろい

ろな視点からメタデータを付与することの必要性を意味

する。たとえば，教材として利用するビデオ資料の場合，

教育資料としてのメタデータとビデオデータとしてのメタ

データの両方が求められる。ネットワーク上での情報資

料検索の場合，政府関係資料や地理情報資料というよ

うに分野を特化して利用する場合はそれぞれの資料向

けのメタデータが望ましいが，広い範囲から資料を探す

場合はDublin Coreのようなコアメタデータが望ましい。 
また，メタデータの記述対象の捉え方も様々である。

Dublin Coreの場合は，情報資源を対象とし，情報資源
を扱う主体は視野の外である。IFLA の FRBR モデル
では，対象を work（知的生産物のもともとの内容），
expression（知的生産物を何らかの表現手法により表し
たもの），manifestation（出版物として知的生産物を実
体化したもの），item（出版物の 1点）の 4段階でとらえ
ている [56]。電子商取引用の indecs の場合，人
（people），物（stuff），取引（deal）が記述対象となる[57]。
Lagoze他によるABC metadata modelではイベントを
重要な要素としてとらえている[58]。 
 Dublin Core は意味的な相互利用性を高めるために
エレメントの定義と記述形式の定義をできるだけ分離し

て定義してきた。Dublin Core のエレメント，限定子，ア
プリケーションプロファイルを整理しなおすと，次の 4 項
目に分けることができる。 
(1) 情報資源が持つ属性の名前（エレメントによって表
される。先の述べたエレメント詳細化限定子が上に

は含まれていないが，これは「詳細化されたエレメン

ト」と理解することができる。） 
(2) 情報資源が持つ属性の値の記述形式（コード化形
式限定子によって表される） 

(3) 具体的な記述形式にはよらないメタデータ記述の
構造定義（アプリケーションプロファイルによって表

される） 
(4) 具体的な記述形式（保存のための形式とデータ交
換のための形式。） 
 このようにメタデータ規則を整理することで，記述要素

の意味（名前とその役割の定義）と構文的性質を分離し

て定義できる。複数のメタデータ規則（エレメントセット）

から必要なエレメントを選んで応用にあったエレメントセ

ットを作り上げることができる。また，エレメント単位での意

味的な関係付けができれば，ことなる応用間でのめたデ

ータの相互利用が行いやすくなるといった利点を持って

いる。 
 
3.3.2 メタデータとメタデータ規則の相互利用 
 ネットワーク上ではいくつものデータベースに対する横

断的な検索が有用である。たとえば，Z39.50 は分散環
境上での横断的検索に広く利用されているプロトコルで

ある。横断検索を実現するには，共通のメタデータ規則

の下に検索質問を受け付けることが必要であり，そのた

め，メタデータ規則間あるいはメタデータエレメント間の

対応関係の定義（Crosswalk）が必要とされる。
Crosswalk をできるだけ機械的に作成，維持することが
求められる。 



 WWW コンソーシアムによる Resource Description 
Framework は WWW 上でのメタデータ記述のための
共通基盤を提供するための取り組みである。RDF は
Model and SyntaxとSchemaの二つに分かれている。
前者はメタデータ記述のための構文とその基になるモデ

ルを定義し，後者はメタデータのエレメントや限定子など

メタデータ規則に含まれる語彙の定義を与える仕組みを

定義している。その後の Semantic Web[59]の取り組み
は，WWW 上での情報流通のための意味的基盤を与
えようというものであるが，現時点での中心は，RDF 
Schemaによるメタデータを表す属性の語彙の定義を含
め，WWW 上での情報交換のための語彙の定義
（ontology あるいは vocabulary）が中心的な話題となっ
ているように思える。Dublin Core においても，メタデー
タを記述するための統制された語彙に関する議論は多

くあり，こうした問題は古くて新しい問題の一つのようであ

る。 
 先に述べたようにネットワーク上でいろいろなメタデー

タ規則が用いられる。Dublin Coreの範囲内だけで見て
もいろいろな拡張がなされている。メタデータの流通性，

相互利用性を高めるには，メタデータ規則に関する情報

の流通性を高めることが求められる。そのため，メタデー

タ規則を登録し，提供するサービスであるメタデータ・ス

キーマレ・ジストリ（あるいは，メタデータレジストリ）の重要

性が認められている。たとえば，EUの Schemasプロジ
ェクトでは多数のメタデータ規則を収集，登録している

[60]。図書館情報大学では DCMES を中心として多言
語によるメタデータレジストリを実現している[61]。DCMI
でもレジストリに関するワーキンググループを作り，

DCMI レジストリの構築を進めている[62]。メタデータレ
ジストリは，単にエレメントや限定子の定義の参照記述を

人間が見るためだけに限らず，エレメントや限定子に対

し，ネットワーク上で一意に定まる識別子を与えることで

エレメントなどの意味定義の基底を与えること，エレメント

などを長期にわたって維持管理するための基盤となるこ

とが期待される。さらに，新しいエレメントや限定子を定

義する上で参考となる情報を与えるといった付加価値サ

ービスを行うことができると考えられる。 
 
4. Interoperability 

 Interoperability（相互運用性，相互利用性）は DL に
おける重要なトピックのひとつである。1997年から 98年
にかけて進められた EU と NSFの共同助成による DL
の研究戦略を議論するワーキンググループにおいても

interoperability は主要なトピックとして議論がなされた
[63]。Interoperability に関するワーキンググループの
報告書[64]の中で，図 3に示す階層的なモデルを提案
し ， ネ ッ ト ワ ー ク上に分散 し た DL 間での
interoperability を実現するための課題について議論し

ている。DLI-1 におけるスタンフォード大学のプロジェク
トは異なるディジタルライブラリ間を結ぶ基盤を作ること

が課題であり，そこからは Simple Digital Library 
Interface Protocolが提案されている[65]。 
 Dublin Coreでは Semantic Interoperabilityというこ
とばキーワードとして用いられてきた。直訳すると意味的

相互運用性である。これは「特定の表現形式に依存する

ことなくメタデータを記述するエレメントの意味（だけ）を

決め，意味的な相互利用性を保とう」というものである。

Dublin Core では，HTMLによる基本的な記述形式を
除いては具体的な表現形式に関する議論はほとんど行

われてこなかった。表現形式に関する議論を避けてきた

背景には，意味と表現形式の議論は必ずしもうまく切り

分けられないため，エレメント定義を進める過程におい

て表現形式に関する議論に引っ張られることを避ける必

要があったこと，具体的な表現形式はシステムの実現方

法に負うところが大きいことがある。また，エレメントの意

味定義に関する合意が形式定義のために損なわれるこ

とを避けたためであるとも言える。 
 2001 年 6 月に開催された Joint Conference on 
Digital Libraries 2001（JCDL’01）のClifford Lynch氏
による基調講演は interoperability をテーマとするもの
であった。同氏は講演の中で，Dumb-Down（ダムダウ
ン）原則と Open Archives Initiative（OAI）に触れてい
た 。 Dumb-Down 原 則 は ， 詳 細 レ ベ ル で の
interoperability が保証できないときに記述の詳細度を
落とすことで interoperability を守るための原則を与え
ている。また，OAIのmetadata harvestingは，個別に
定義されたメタデータを横断的に収集するためのプロト

コルを決めている。そこでは共通のエレメントを決める必

要があり，Dublin Core を基礎とするエレメントを決めて
いる。 
 Lynch 氏の基調講演の際に，ミシガン大学の
Margaret Hedstrom教授が「Digital Libraryにおける
重要な課題で あ る デ ィ ジ タ ル 資料の保存

（Preservation）は時間的相互運用性（Temporal 
Interoperability）と言ってもよいのではないか。」という指
摘があり，Lynch氏もそれに同意していた。ディジタル資
料の保存には，何らかの媒体に蓄積された資料の保存

だけではなく，資料を利用するための技術も保存する必

要がある。ところが，技術の進歩の速さは技術の保存を

困難にしている。資料を利用するために必要なハードウ

ェアやソフトウェア技術が消えてしまうことによる資料の実

質的消失は大きな問題として広く認識されている。 
 Hedstrom 教授は「マイクロフィルムによる保存は原資
料の機能を全て保存しているものではなく，それと同じこ

とがディジタル資料にも当てはまってもよいのではない

か。作られたときと全く同じ状態で，技術とともに保存しな



ければならないものばかりとは限らない。」と述べている18。

ディジタル資料の保存のために，時を越えてどのような

精度の interoperability を求めるかが現実的な課題で
あることが理解できる。資料保存というと，1 次コンテンツ
をいかに保存するかにのみ注目が向きがちであるが，利

用された技術，コンテンツの保存履歴などメタデータとし

て記録し，保存する必要があることは言うまでもない。 
 メタデータのコミュニティからは ontology ということばが
よく聞こえてくる。上の EU-NSF ワーキンググループで
も Information Modelとして ontologyに関する議論をし
ている。一方，もともと図書館分野では統制語彙が広く

用いられてきたので，それ自身は新しいひびきはあまり

ない。しかしながら，これまでの統制語彙（あるいはその

ために作られたシソーラスや辞書）が，いわば閉じた世

界での利用を前提としていたのに対し，ネットワーク上で

は異なる語彙の基に作られたデータ（あるいはデータベ

ース）間での interoperability，いわば開かれた世界で
の interoperabilityがより重要になる。 
 話題をDublin Coreに戻したい。Dublin Coreの議論
の中で，interoperabilityの観点から重要であると考えら
れるトピックに，Dumb-down原則のほかに，エレメントセ
ットとアプリケーションプロファイルの分離，およびメタデ

ータスキーマレジストリがある。エレメントセットとアプリケ

ーションプロファイルを別々に考えることはエレメントおよ

び限定子の意味定義と，応用に適用する際の記述上の

規約を分離したととらえることができる。両者を分離する

ことでCrosswalkの作成やDumb-downのための基礎
となるメタデータ規則の定義がより明確にできる。先に示

したように，メタデータスキーマレジストリはメタデータの

interoperability のために重要な役割を持っている。
Dublin Coreのレジストリの場合で考えると，namespace
の管理，各国語訳と英語で記されたオリジナルの記述と

の間の管理，継続的な開発に伴う版の更新といった点

でレジストリの果たす役割は大きい。 
 現在のインターネットでは，様々なコミュニティによって

多様な情報資源が発信され，蓄積されている。言語，文

化，分野の違いを越えて相互に情報資源を利用できる

ようにすること，また時間を越えて情報資源の利用性を

保つことの重要性は明らかである。コミュニティ毎の高い

自由度を保ちつつ，コミュニティ間の interoperabilityが
求められると言える。しかしながら，これを実現することは

必ずしも容易なことではない。従来 interoperability を
得るためには詳細に決められたプロトコルに従うことが前

提であったと思うが，Dumb-down 原則や temporal 
interoperabilityの議論にもあるように，緩やかな相互利

                                                               
18 図書館情報大学で開催した第 20回ディジタル図書館
ワークショップでの講演による。 

用性・相互運用性についても理解を深める必要があるよ

うに感じる。 
 
5. おわりに ‐ 考察および今後への課題 

 国 家 情 報 基 盤 （ National Information 
Infrastructure），世界情報基盤（Global Information 
Infrastructure）ということばとともに，1990 年代のはじめ
から半ばにかけて，DLに関する研究開発が大きな期待
を持ってはじめられた。一方，DL の研究開発と並行し
て進んだ WWW の爆発的な広がりとともに，我々の情
報環境は急激に変化した。たとえば，現在，筆者自身の

研究活動はインターネットおよびインターネット上のいろ

いろなツール無しには全く成り立たない。DL という分野
がインターネットに密接に関連したものであることが理由

の一つではあろうが，研究者一般についてかなり共通し

ていることであるとも思う。本稿の執筆にあたって，雑誌

や論文集の論文，種々の報告書など，ほとんどインター

ネット経由で得ることができた。その中にはかなり 1992-
93 年に作られたものも有り，この分野では「古い」資料も
含まれている。また，古い資料を探す際に「リンク切れ」

が良く問題になる。そうした際に前述の Wayback 
Machine でリンク切れの資料を見つけだせたこともある。
Wayback Machine ですべて解決ということはできない
が，資料を保存して提供するという図書館的機能の有用

性を実感できた。 
 国内の図書館現場での DLサービスはこの 5・6年で
かなり進んだと思われる。たとえば，大学図書館で提供

される電子ジャーナルのタイトル数も最近では非常に増

加した。それでも「電子図書館＝歴史資料の電子化」と

いうイメージがいまだに強いようにも感じる。このイメージ

だけでとらえられたままでは，DL としては失敗なのであ
ろう。図書館（あるいはそれに似た機能を持つ組織）はネ

ットワーク上での出版，情報流通の増加に対応した中継

ぎとしてのサービスを提供することが基本であると思う。

その一方で図書館自身による情報資源の開発と提供が

求められていることも確かである。求められる機能として

重要なものに，サブジェクトゲートウェイやネットワーク上

でのリファレンスサービスなど情報資源へのアクセス支

援サービスがある。こうしたサービスを支える技術が十分

には開発されていないので，人手中心に開発が進めら

れている。先に，述べた資料の長期保存技術とともにこう

した情報技術の開発が望まれる。 
 DL 分野はいろいろな要素情報技術を総合的に応用
することが求められる分野である。EU-NSF 共同の DL
の研究戦略に関するワーキンググループで選ばれた 5
分野（知的財産権，Interoperability，情報発見，メタデ
ータ，多言語情報アクセス）は，グループの活動から 4
年ほど経つが，これらが情報技術の観点から見た DL
の重要な基盤分野であることは今も変わっていないと思



う。DLI-1とDLI-2を比較すると，DLI-1では各プロジェ
クトの中でいろいろな要素情報技術の研究が見られた

のに対し，DLI-2 の方がよりコンテンツ指向であると考え
られる。これは特定の応用分野のコンテンツとそれに適

した情報技術開発を組み合わせた中小規模のプロジェ

クトが多いためでもあろう。また，DLI-2にはディジタル資
料の長期保存やサブジェクトゲートウェイ関連の技術開

発など，DLI-1が行われていた間のWWWの発展と電
子的な情報資源の急激な増加によって必要性が明確

になったものも含まれている。こうした点が DL分野の特
徴を表しているともいえよう。また，教育・学習（e-
Learning，遠隔学習，遠隔教育），電子政府，電子商取
引など隣接分野での DLのための技術や知識の適用も
重要な話題であると考えられる。 
 次に，メタデータ分野の観点から，DL において重要と
思われる点をいくつか挙げてみたい。 
(1) 多様な interoperability とメタデータ規則の流通： 
ネットワーク上では，それぞれの応用にあわせて規

則を決めることのできる自由度が求められる一方，地

理的距離，時間的距離，言語や文化の違い，分野

の違いを超えてネットワーク上で相互にデータやサ

ービスを利用し合うための共通性が同時に求められ

る。そこではいろいろなレベルでの相互利用性が求

め ら れ る こ と に な る 。 同 時 に ， そ う し た

interoperability を支えるにはメタデータ規則（メタデ
ータスキーマ）をネットワーク上で流通させる仕組み

が重要である。 
(2) メタデータを作り，維持するための技術： 現時点で
は高品質であることを求められるメタデータの作成に

は人手がかかる。また，そうしたメタデータを作成する

対象を選定すること，すなわちある程度のコストをか

けてもメタデータを作る価値がある情報資源であると

判断することにもコストがかかる。加えて，ネットワーク

情報資源の特性として内容の更新が容易であるとい

う点がある。この点はメタデータの維持管理を難しくし

ている。こうした点に対する情報技術開発が望まれる。 
(3) 多言語メタデータ： 言うまでもなくインターネット上
では多様な言語が利用されており，多言語情報アク

セスのための情報技術はメタデータの作成や利用に

おいても重要である。 
 最後に，図書館での DL 間の協調について述べたい。
2.2 節に示したように，図書館での DL サービスには典
型的なものがいくつかある。DL サービスの場合，地理
的な距離が意味を持たない。そのため，作成したデータ

（メタデータを含む）をネットワーク上で相互に利用できる

ようにすれば，「館」に縛られたサービスとは大きく異なる

サービスを提供できる。言うまでもないが DLサービスの
場合，コンテンツを提供するサービスのセンターと利用

者がコンテンツにアクセスする場所は近くにある必要は

ない。したがって，コンテンツサービスの集中化と利用者

サービスポイントの分散化を進めることができる。コンテ

ンツサービスの集中化が可能であるとは言っても多様な

利用者のニーズに 1 つのサービスで応えることは困難
であるので，いくつものサービス間の協調が求められるこ

とになる。この視点からは DL サービス間の相互利用性
は非常に重要な問題である。コンピュータ上に実現され

るシステムのレベルでの相互利用性を高めることが重要

であることは疑えないが，その一方，個々のサービスの

自由度を高めることとの両立は必ずしも容易ではない。

そのため，人間をも含めたシステムとしての相互利用性

を高めるためのサービス間の協調が求められる。 
現在の DL サービスに見られる協調のかたちには
様々なものがある。たとえば，CORCや GeNiiに見られ
るような分担共同型のメタデータ作成，Open Archives 
Initiative に見られるようなメタデータ・ハーベスティング
による緩やかな協調，Resource Discovery Networkや
Renardus プロジェクトに見られるようなサブジェクトゲー
トウェイの協調，学位論文の分散ディジタルライブラリ構

築を進める NDLTD[66]を支える大学等の組織間の協
調，Z39.50 のような共通のプロトコルを用いた協調など
様々である。 
 図書館サービスは情報の発信者（出版社など）と受信

者（図書館利用者）の間に位置付けられる付加価値サ

ービスである。ネットワークによって発信者と受信者が直

接結び付けられるとは言え，中間的なサービス，たとえ

ば，提供される情報の品質の評価や情報への高い検索

性やアクセス性の保証，知的財産権の保護やプライバ

シーの保護などの付加価値サービス無しにはネットワー

ク上に提供される様々なコンテンツを十分に使いこなす

ことはできない。また，こうした付加価値サービスの実現

には，ひとつの図書館単独での努力では限界があり，図

書館間および図書館と関連組織間での協調が求められ

る。 
 最後に，ディジタルライブラリには知的財産権やプライ

バシーなど社会制度とも関連する問題が多くある。これ

らは筆者の能力の範囲外であるのでここでは触れてい

ない。これらはケース・バイ・ケースでの解決が求められ

ることも多く，ディジタルライブラリとしての経験を重ねるこ

ととそれを共有することが求められるようである。 
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